
４ 農業分野 

（１）規制改革の観点と重点事項 

競争力ある農業、魅力ある農業を創り、農業の成長産業化を実現するた

め、農地中間管理機構の創設を、国民の期待に応える農業改革の第一歩と

し、その上で、農業委員会、農地を所有できる法人（農業生産法人）、農

業協同組合の在り方等に関して、これら３点の見直しをセットで断行する。 

① 農地中間管理機構の創設

農地中間管理機構は、農地を集積・集約し大規模な生産性の高い農

業の実現、新規参入等の促進に取り組む。 

② 農業委員会等の見直し

農業委員会は、農地利用の最適化（担い手への集積・集約化、耕作

放棄地の発生防止・解消、新規参入の促進）に重点を置き、これらの

業務を積極的に展開する。 

また、農地利用最適化推進委員（仮称）を新設するなど農業委員会

の実務的機能を強化する。 

③ 農地を所有できる法人（農業生産法人）の見直し

さまざまな担い手による協働の中から地域農業の多様な経営・技術

の革新と付加価値の拡大を図り、新分野の価値の創出と企業化を推進

する。 

④ 農業協同組合の見直し

地域の農協が主役となり、それぞれの独自性を発揮して農業の成長

産業化に全力投入できるように、抜本的に見直す。 

今後５年間を農協改革集中推進期間とし、農協は、重大な危機感を

もって、以下の方針に即した自己改革を実行するよう、強く要請する。 

政府は、以下の改革が進められる法整備を行う。 
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①農地中間管理機構の創設

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

1
農地中間管理機構の
創設

農地中間管理機構の創設に際しては、以下の諸点
を踏まえ、農地中間管理事業の推進に関する法律
を提出する。
・　国、都道府県及び農地中間管理機構の権限と責
任の明確化
・　農地中間管理機構の機能にふさわしい体制
・　既存の制度の整理・合理化
・　事業目的に資する農地の借受け
・　貸主に対する財政的措置の在り方
・　農地中間管理機構が貸付先を決定する公正な
貸付けルールの明確化
・　農地中間管理機構の職務執行を監視・監督する
機関の設置
・　農地中間管理機構の業務の再委託の禁止

措置済み 農林水産省

②農業委員会等の見直し

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

2
選挙・選任方法の見直
し

農業委員会の使命を的確に果たすことのできる適
切な人物が透明なプロセスを経て確実に委員に就
任するようにするため、選挙制度を廃止するととも
に、議会推薦・団体推薦による選任制度も廃止し、
市町村議会の同意を要件とする市町村長の選任委
員に一元化する。その際、事前に地域からの推薦・
公募等を行えることとする。これに伴い、市町村長
は、農業委員の過半は認定農業者の中から選任
し、また、利害関係がなく公正に判断できる者を必
ず入れることとする。
また、機動的な対応を可能とするため、農業委員は
現行の半分程度の規模にする。
さらに、女性・青年農業委員を積極的に登用する。
なお、委員にはその職務の的確な遂行を前提として
ふさわしい報酬を支払うよう報酬水準の引上げを検
討するものとする。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

3
農業委員会の事務局
の強化

農業委員会の事務局については、複数の市町村に
よる事務局の共同設置や事務局員の人事サイクル
の長期化の実施などにより業務の円滑な実施がで
きるよう体制を強化する。

平成26年度検
討・結論、平成
27年度措置

農林水産省

4
農地利用最適化推進
委員の新設

農業委員会の指揮の下で、担い手への集積・集約
化、耕作放棄地の発生防止・解消、新規参入の促
進など各地域における農地利用の最適化や担い手
の育成・発展の支援を推進する農地利用最適化推
進委員（仮称）の設置を法定化する。
なお、農地利用最適化推進委員は、農業委員会が
選任することとし、その際事前に地域からの推薦・
公募等を行えるようにする。農地利用最適化推進委
員は、地域の実情に応じて必要数を選任し、報酬
は、市町村ごとに一定のルールの枠内で支給する
ことを検討する。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

（２）個別措置事項



5
都道府県農業会議・全
国農業会議所制度の
見直し

農業委員会の見直しに併せて、都道府県農業会
議、全国農業会議所については、農業委員会ネット
ワークとして、その役割を見直し、農業委員会の連
絡・調整、農業委員会の業務の効率化・質の向上に
資する事業、農地利用最適化の優良事例の横展
開、法人化の推進、法人経営等担い手の組織化及
びその経営発展の支援、新規参入の支援等を行う
法人として、都道府県・国が法律上指定する制度に
移行する。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

6 情報公開等

農業委員会は、その業務の執行状況を農業者等の
関係者に分かりやすくタイムリーに情報発信するも
のとする。
また、農業委員会は、農地の利用状況調査を毎年、
確実に行い、農地ごとにその利用状況を公表する。
農林水産省及び都道府県農政部局は、農業委員会
の業務の執行状況に関する情報公開を行い、農業
委員会に対する適切な助言、支援等を行う。

平成26年度検
討・結論、平成
27年度措置

農林水産省

7 遊休農地対策

農業委員会は、農地の利用関係の調整、農地中間
管理権の取得に関する協議の勧告等の業務を着実
に実施するものとするほか、農地中間管理機構が
必要に応じて農業委員会に対して利用意向調査の
実施を促す仕組みをつくる。

平成26年度検
討・結論、平成
27年度措置

農林水産省

8 違反転用への対応

優良農地の確保の業務を強化することとし、違反転
用事案について、権限を有する都道府県知事又は
農林水産大臣に対して農業委員会が権限行使を求
めることができる仕組みをつくる。

平成26年度検
討・結論、平成
27年度措置

農林水産省

9
行政庁への建議等の
業務の見直し

農業及び農民に関する事項についての意見公表、
行政庁への建議等の業務は、農業委員会等に関す
る法律に基づく業務から除外する。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

10 転用制度の見直し
植物工場、販売加工施設など農業の６次産業化・成
長産業化に資する農地の転用について、より円滑な
転用を可能とする観点から見直しを行う。

平成26年度検
討・結論、平成
27年度措置

農林水産省

11
転用利益の地域の農
業への還元

農地流動化の阻害要因となる転用期待を抑制する
観点から、転用利益の地域農業への還元等、公平
で実効性のある方策について中長期的に検討を進
める。

平成26年度検討
開始

農林水産省



③農地を所有できる法人（農業生産法人）の見直し

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

12
役員要件・構成員要件
の見直し

現行の農業生産法人制度に係る改善を図るため、
以下を内容とする農地法の改正案を次期通常国会
に提出する。
a役員要件について、役員又は重要な使用人のうち
一人以上が農作業に従事しなければならないものと
する。
※　リースの場合における役員の要件についても同
様に、役員又は重要な使用人とする見直しを行うも
のとする。
b構成員要件について、議決権を有する出資者のう
ち、２分の１を超える者は農業関係者でなければな
らない一方で、２分の１未満については制限を設け
ないものとする。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

13 事業拡大への対応等

更なる農業生産法人要件の緩和や農地制度の見
直しについては、「農地中間管理事業の推進に関す
る法律」の５年後見直し（法附則に規定）に際して、
それまでにリース方式で参入した企業の状況等を踏
まえつつ、検討し、結論を得る。

　　所有方式による企業の農業参入の自由化を検
　討する場合には、リース方式については事実上耕
　作放棄されたり産廃置場になった場合にリース契
　約解除による原状回復という確実な担保があるこ
　とを踏まえ、これに匹敵する確実な原状回復手
　法（国の没収等）の確立を図ることを前提に検討
　するものとする。

原則として「農地
中間管理事業の
推進に関する法
律」の５年後見
直しに併せて措
置

農林水産省

④農業協同組合の見直し

№ 事項名 規制改革の内容 実施時期 所管省庁

14
中央会制度から新たな
制度への移行

農協改革については、農協を取り巻く環境変化に応
じ、農協が農業者の所得向上に向けて経済活動を
積極的に行える組織となるよう、的確な改革を進め
るため、以下の方向で検討し、次期通常国会に関連
法案を提出する。
・農協法上の中央会制度は、制度発足時との状況
変化を踏まえて、他の法人法制の改正時の経過措
置を参考に適切な移行期間を設けた上で現行の制
度から自律的な新たな制度に移行する。
・新たな制度は、新農政の実現に向け、単協の自立
を前提としたものとし、具体的な事業や組織の在り
方については、農協系統組織内での検討も踏まえ
て、関連法案の提出に間に合うよう早期に結論を得
る。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省

15
全農等の事業・組織の
見直し

全農・経済連が、経済界との連携を連携先と対等の
組織体制の下で迅速かつ自由に行えるよう、農協
出資の株式会社（株式は譲渡制限をかけるなどの
工夫が必要）に転換することを可能とするために必
要な法律上の措置を講じる。
その上で、今後の事業戦略と事業の内容・やり方を
詰め、独占禁止法の適用除外がなくなることによる
問題の有無等を精査し、問題がない場合には株式
会社化を前向きに検討するよう促すものとする。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省



17 理事会の見直し

農業者のニーズへの対応、経営ノウハウの活用及
びメンバーの多様性の確保を図るため、理事の過
半は、認定農業者及び農産物販売や経営のプロと
する。
併せて次世代へのバトンタッチを容易にするため
に、理事への若い世代や女性の登用にも戦略的に
取り組み、理事の多様性確保へ大きく舵を切るよう
にする。

平成26年度検
討・結論

農林水産省

18 組織形態の弾力化

単協・連合会組織の分割・再編や株式会社、生協、
社会医療法人、社団法人等への転換ができるよう
にするための必要な法律上の措置を講じる。
なお、農林中金・信連・全共連は、経済界・他業態金
融機関との連携を容易にする観点から、金融行政と
の調整を経た上で、農協出資の株式会社（株式は
譲渡制限をかけるなどの工夫が必要）に転換するこ
とを可能とする方向で検討する。

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す。ただし、農林
中金・信連・全共
連は平成26年度
検討開始

農林水産省
金融庁

19 組合員の在り方

農協の農業者の協同組織としての性格を損なわな
いようにするため、准組合員の事業利用について、
正組合員の事業利用との関係で一定のルールを導
入する方向で検討する。

平成26年度検討
開始

農林水産省

20
他団体とのイコール
フッティング

農林水産省は、農協と地域に存在する他の農業者
団体を対等に扱うとともに、農協を安易に行政の
ツールとして使わないことを徹底し、行政代行を依
頼するときは、公正なルールを明示し、相当の手数
料を支払って行うものとする。

平成26年度検
討・結論

農林水産省

単協の経済事業の機能強化と役割・責任の最適化
を図る観点から、単協はその行う信用事業に関し
て、不要なリスクや事務負担の軽減を図るため、ＪＡ
バンク法に規定されている方式（農林中央金庫（農
林中金）又は信用農業協同組合連合会（信連）に信
用事業を譲渡し、単協に農林中金又は信連の支店
を置くか、又は単協が代理店として報酬を得て金融
サービスを提供する方式）の活用の推進を図る。
あわせて、農林中金・信連は、単協から農林中金・
信連へ事業譲渡を行う単協に農林中金・信連の支
店・代理店を設置する場合の事業のやり方及び単
協に支払う手数料等の水準を早急に示すことを促
す。
全国共済農業協同組合連合会（全共連）は、単協の
共済事業の事務負担を軽減する事業方式を提供
し、その方法の活用の推進を図る。
また、単協が、自立した経済主体として、経済界とも
適切に連携しつつ積極的な経済活動を行って、利益
を上げ、組合員への還元と将来への投資に充てて
いくべきことを明確化するための法律上の措置を講
じる。
さらに、単協が農産物販売等の経済事業に全力投
球し、農業者の戦略的な支援を強化するために、下
記を含む単協の活性化を図る取組を促す。
・単協は、農産物の有利販売に資するための買取
販売を数値目標を定めて段階的に拡大する。
・生産資材等については、全農・経済連と他の調達
先を徹底比較して、最も有利なところから調達する。

16
単協の活性化・健全化
の推進

平成26年度検
討・結論、法律
上の措置が必要
なものは次期通
常国会に関連法
案の提出を目指
す

農林水産省
金融庁




